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追い詰められる女性の背景を
社会科学的な視点で問い直す

日本のジェンダーギャップ指数は最低レベル
ジェンダーギャップという言葉をご存知でしょうか。
正確には「グローバルジェンダーギャップ指数：GGI」
といいます。男女間の格差のあり方を世界標準で
数値化、可視化するのを目的に、独立・非営利団体で
ある世界経済フォーラムが毎年発表しています。 
「経済」「政治」「教育」「健康」の4つの分野から
作成され、0が完全不平等、1が完全平等を示して
います。つまり1に近いほど完全平等に近いことを
意味します。令和3（2021）年の日本のスコアは
0.656で順位は156ヶ国中120位でした。前回
は153ヶ国中121位でスコアも順位もほぼ横ば
い。いずれにしても先進国の中では最低レベル、ア
ジア諸国の中で韓国や中国、ASEAN諸国より低
い結果となっています。

政治経済の分野で顕著な男女格差
GGIにおいて、日本の場合、特に男女格差が大

きいと指摘されているのは「政治」と「経済」の分
野です。そのうち「経済」分野の労働については、
女性の労働力率だけを見れば日本はOECD（経済
協力開発機構）加盟国の平均よりも高い数字で、
つまり働く女性は多いということです。しかし管理
的、指導的立場にいる女性の割合や実際の賃金は

男性との間に大きな格差があります。
しかも年齢があがっても男性と同様に女性の賃金
水準があがっているわけではありません。理由は働
く女性の半数以上が非正規雇用であり、日本の非正
規雇用の賃金が非常に低いからです。男性は正規雇
用で働く人が多いため、男性との差が大きく出ます。
政治分野ではどうでしょうか。平成30（2018）
年5月に「政治分野における男女共同参画の推進に
関する法律」が施行されました。政党に男女均等の
候補者擁立を求める理念法です。しかしGGIのデー
タとなる首長や国会議員における女性の割合はと
ても低いというのが現状です。
「教育」と「健康」にも問題がないわけではありま
せん。大学進学率に格差は見られませんが、科学や
工学、数学等いわゆる理系に進学する女性が少な
い点がほかの先進国との大きな違いです。理系分
野の高等教育を受けると生涯獲得賃金が上がると
いうデータがありますが、これが労働市場における
男女の経済格差につながっているのではないかと
指摘されています。

格差解消に取り組む国から学ぶべき
「健康」の分野では平均寿命や健康寿命が高いこ
とが評価され、GGIの指標においては男女格差が

あまりみられません。しかしGGIの元データには含
まれませんが、女性の自殺率が高まっていることに
は注意が必要です。内閣府男女共同参画局の「コロ
ナ下の女性への影響と課題に関する研究会報告
書」によれば、令和2（2020）年の女性の自殺者数
は前年より935人増え、7,026人でした。とくに、
無職、年金・雇用保険等生活者、高校生の自殺者に
おける女性の割合が大きくなっています。
男女格差の現状は、何を元データに指標を出す

かによってもスコアは変わります。GGIだけを見る
のはフェアじゃないと指摘する声もあります。逆に
労働力率が高いからといって「女性が社会で活躍し
ている」と評価すると見落としてしまう部分もあり
ます。私はスコアや順位に一喜一憂するのではなく、
日本のスコアや順位が横ばい、つまり「変わらない」
ことに危機感をもっています。
ほかの国ではスコアを上げるために努力をして
います。たとえばアメリカは前年より23、イタリア
は13、韓国は6とそれぞれ順位を上げています。何
かしらの政策を実施すれば男女格差が改善される
わけです。他国の政策から学ぶ。GGIに注目する意
義はそこにあると考えています。

社会科学的な視点で現象を読み解く
では、コロナ禍は女性たちにどんな打撃を与え

たのでしょうか。内閣府男女共同参画局や女性団体
が調査や分析をしています。
人が集まることで感染する新型コロナウイルス

の感染拡大は、多くの女性が働くサービス業に大き
な打撃を与えました。しかし夫と子どもがいる女性
たちは職を失っても「失業」とは見なされにくいの
が現状です。コロナの感染拡大が始まると早々に
全国の学校が休校となり、子どもたちのケアのため
に母親がパートを休み、あるいは辞めて「家庭に戻
る」という形になりました。求職活動が現実的にで
きない状況の中で、「仕事より家庭を選んだ」という
捉え方をされています。夫も就労が不安定になり、
夫婦間でのトラブルが増えたり、元々あったDV問
題が悪化したという事例も報告されています。
一方、シングルマザーの失業率は上がりました。

事情は夫と子どもがいる女性と同じですが、一人で

生計を担うため、無理が生じても職を探して働かね
ばなりません。どちらの状況にある女性も追い詰め
られています。「若い時に正社員になればよかった
のに」「離婚を選んだのだから苦労するのも自己責
任だ」と、特にネット上ではしんどい状況にある人に
対するバッシングがよく見られます。しかし、ケアと
労働が両立しない社会状況こそが、女性たちに困
難を強いているのです。
それは、若い世代にも言えることです。安定した
環境や教育を保障されるべき子どもが、病気や障
がいのある家族のケアやアルバイトで家計を支え
ているというケースが実は少なくありません。そう
した人たちが疲弊し、追い詰められています。
その時々の社会状況をふまえつつ、数字や報道

を読み解かなければ何が起きているかを正しく知
ることはできません。今、私たちには「起きているこ
とを社会構造の枠組みのなかでとらえる」という社
会科学的な視点が必要ではないでしょうか。

ケアの社会化で格差の構造を変える
ジェンダーギャップの解消に向けた取組みは日
本では他国と比べて大変遅れていると冒頭で申し
上げましたが、方策はあります。まずは家事や育児、
介護といった「ケア」の見える化、つまり社会化する
ことです。これまで女性が無償で担ってきた育児や
介護の社会化を進め、様々な事情で家族の誰かが
ケアをするなら経済的な部分を保障することが必
要になるでしょう。
これからますます「ケア」が大きなテーマになる

と思われますが、何よりもケアを実体験してみるこ
とが大事です。たとえば、これから子どもを迎える
カップルであれば、母親だけの里帰り出産ではなく、
ぜひカップルが一緒に育児をスタートしてほしい。
人間がどれほど脆弱な状態で生まれ、多くのケアを
必要としているかをより多くの人で共有することが
大切です。周囲の人々もぜひサポートという形でケ
アにかかわっていくといいと思います。
生産性重視のこれまでの働き方を見直し、誰も

がケアに参加し、ケアする人を国が支える社会へ。
そうすることで女性が追い詰められる社会構造は
自ずと変わるはずです。

大阪市立大学人権問題研究センター准教授

古久保さくらさん

女性の人権をめぐり、社会にはまだ男女格差が存在します。また新型コロナウイルスの影響は、この格差をより
深刻化させ、女性を追い込んでいます。
今回、男女格差といった不平等が生まれる背景は何なのか、どうすれば男女平等の社会をつくることができる
のか。コロナ禍の影響をふまえ、大阪市立大学人権問題研究センター准教授の古久保さくらさんにお話しをお伺
いしました。
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